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■２月号 S・A30問 生活安全 No.21⑵正解、解答・解説、正解一覧表 

p.70 No.21の正解 

p.71 ⑵ 解答・解説 

p.82 No.21の正解 

 

p.70の No.21の正解を、以下のとおり訂正いたします。この結果、No.21は、⑵と⑶が正

解となります。 

誤：正解 ⑶ 

正：正解 ⑵、⑶ 

 

p.71の No.21⑵の解答・解説を、以下のとおり差し替えます。 

⑵ 誤り。  主たる営業所を管轄する都道府県公安委員会の許可を受ければ、その他の都

道府県に営業所を設ける場合には、許可は不要で、届出で足りる。 

 

p.82の正解一覧表の No.21の正解の欄を、以下のとおり訂正いたします。 

誤：⑶ 

正：⑵⑶ 

 

■４月号 復習問題 刑事訴訟法 

p.144 

 

復習問題の刑事訴訟法の上から３番目（財産的価値のない～）の以下の箇所を、訂正いた

します。 

誤：事前に所有権放棄の意思表示を得る必要がある。 

正：事前に所有権放棄の意思表示を得るのではなく、所有者（被疑者）に還付してその責任

において廃棄させることになる。 

 

  



■５月号 警備 論文問題コメント 

pp.122-126 

 

正しいコメントは、下記のとおりです（本文に修正はありません。）。 

 
 



 



 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■７月号 S・A30問 刑事訴訟法 No.18⑶問題文 

p.40 

 

No.18⑶の問題文中、以下の箇所を訂正します。 

誤：逮捕状発付の日 

正：逮捕状発付の日の翌日 

 

 


